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国際協力機構 農村開発部 

JICA 農業・農村開発に関するポジションペーパー 

 

1. はじめに 

 開発途上国の農業・農村開発に対する援助は 1970 年代初期の食料危機な

どを背景に「緑の革命」と呼ばれる高収量品種の導入や生産基盤への投資を

核にした農業生産性の向上を目指す政策や農村総合開発等への支援のため

に 1960 年代後半から 1980 年代前半にかけて増大した。そして、食料需給

に関しては全体としては一定の改善を見た。その後、第一次産品国際市況の

低迷を背景に財政改革や社会セクターとの競合もあり、農業・農村開発への

支援は減尐した。2000 年代に入って新興国の消費増、バイオ燃料の問題等

により食料の国際価格は徐々に上昇に転じていたが、2008 年以降の価格高

騰により農業・農村開発分野の支援を見直す動きが本格化している。 

 本ポジションペーパーでは JICA の農業・農村開発分野の取り組みの方向

性の大枠を記載するが、多岐に渡る個別の課題のより詳細な情報は課題別指

針（農業・農村開発及び水産）を参照願いたい。 

 

2. 農業・農村開発の目的 

(1) 食料の安定供給 

2011 年に 70 億人を超えた世界人口は国連/FAO の予測によると 2050 年に

は 91 億人に達すると見込まれており、その人口を養うためには約 60％の増

産が必要と予測されている。また、開発途上国の栄養不足人口は 2010-2012

年において 8 億 5 千 2 百万人と見込まれ、依然として高い水準にある。地域

的には栄養不足人口の割合が 35％以上という最も深刻な飢餓はサブサハラア

フリカの諸国に集中しているうえ（WFP（2011））、近年はアフリカの角地域、

サヘル地域等において旱魃等の被害が頻発している。加えて、中東・南アジ

ア等の地域も栄養不足人口の割合の削減が必ずしも順調には進捗していない。 

以上の様な状況を踏まえ、農業・農村開発の目的としては第一に農村部及

び都市部双方の住民への食料の安定供給を図ることがあげられる。 

  また、開発途上国において食料の安定供給に貢献することは、世界の食料

需給の安定、ひいては食料の多くを輸入に頼っている日本の食料安全保障に

つながる。 

 

(2) 経済成長や貧困削減への貢献 

 開発途上国において 1 日 1.25 ドル以下の所得で生活している極度の貧困状
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態にある人口の割合は近年低下しているとはいえ、2008 年で約 13 億人（開

発途上国人口の 22.4%）を数え、2015 年でも約 10 億人（同 16.3%）と予測

されている。地域的には貧困人口はサブサハラアフリカと南アジアに集中し

ている。（2008 年で約 75%、2010 年で約 80%）（World Bank（2012）、UNDP

（2012a））貧困層の 4 人に 3 人は農村部に居住しており、その多くが生計を

農業に依存している。1 また、農業の牽引する成長がもたらす貧困削減効果

は、農業以外の産業部門が牽引する成長の尐なくとも２倍に達するという報

告もある（世界銀行（2008）、Barrett, Carter and Timmer （2010））。さらに、

サブサハラアフリカ等所得水準の低い国においては GDP における農業分野

の割合が高く（Low Income Countries 2 において約 25%）農業が経済成長

の源泉としても期待されている場合が多い。  

加えて、農業生産のみならず農業インプット、農業生産、出荷・加工（ポ

ストハーベスト）、輸送・貯蔵、販売・流通という一連のバリューチェーン

が機能することにより、大きな経済効果を生み出す。関連産業部門を含めた

拡大農業部門が経済に占める割合は特に Middle Income Countries では農業

単独に比べて 50%以上大きくなるという報告がある（世界銀行（2008）、De 

Ferranti 他（2005））。更にはこれまで必ずしも十分利用されていなかった未

利用バイオマスの活用、植物の医薬品等への提供、下記に述べる自然環境や

景観を活用しての観光、携帯電話の活用、生産者の加工・流通までを含めた

経営等新しいビジネスを拡大すると一層の経済効果が期待できる。そしてこ

れら活動は農村部の雇用の拡大にも寄与する。 

更に農村部の活性化或いは雇用の拡大という観点からは、これらの活動に

加えて農外産業の振興も重要である。そのためにはインフラ整備を含む投資

環境の改善や雇用を得るための教育・訓練が特に重要な要素となる。3 

農業・農村開発は上記のような活動を通じ、開発途上国の経済成長や農村

貧困の削減に貢献する。 

   

(3) 農業の多面的機能・気候変動対策等 

農業は自然に働きかけ、その力を利用して収穫を得るという行為であり、

その性質上自然から受ける影響のみならず、自然に与える影響も大きいもの

となっている。不適当な灌漑が水の希尐化に拍車をかけたり、野放図な農地

の拡大や管理不十分な営農が森林等の減尐や生物多様性の減尐或いは土壌

                                            
1 Ravallion, Chen and Sangraula (2007)の 2002 年のデータによる分析結果 
2 本ペーパーにおいては JICA の円借款供与条件表の所得階層との関係では Low Income 

Countries （貧困国）、Lower Middle Income Countries （低所得国及び中所得国）、Upper Middle 

Income Countries （中進国及び高中進国）という意味で用いる。 
3
 更には都市への移住・通勤という問題も考えていく必要がある。 
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浸食を引き起こしたり、肥料・農薬の過度な利用が水質や土壌の汚染を招く

おそれがあるなど不適切な農業が自然資源に損失を与え、地域の生活に大き

な影響を与えた例は尐なくない。 

その反面、自然と調和して持続的に営まれる農業が提供する多様な恩恵に

ついても広く認識されている。国土の保全や水資源の涵養、生物多様性や生

態系の保全、大気・土壌・水質の保全、景観の保全などの多面的機能と呼ば

れるものである。4 現在 OECD 等ではこれを透明性が高く市場を阻害しな

い形で発揮させるための政策手法の在り方について議論が進められている。 

このように農業・農村開発によりこの多面的機能を確保・発揮させること

を通じて自然環境保全等に貢献する。 

  また、緩和・適応両面から気候変動対策に寄与する。  

 

3. 農業・農村開発の特徴 

(1) 気候・風土の影響を大きく受けること 

 農業においては気候、地形、土壌肥沃度、水資源等の立地条件により適用

可能な生産技術が大きく左右され、ある地域で成功した技術が別の地域では

再現性のない場合が多い。また、同一地域であっても年による気候条件の違

いにより同様の結果が出るとは限らない。そのため、プロジェクト毎に対象

地に適した導入種や生産技術を試行・実証し適切な技術体系を確立すること

が必要となる。 

 

(2) 農家の特性 

 農家は農業の特徴や自らの経済環境を踏まえた対応をしがちである。これ

ら行動には一見非効率に見えるものもあるが、必然的な選択である場合が多

い。例えば新技術は特定環境における不確実性があるので、待機して他人の

結果から学習したのちに自らが採用するかどうかを考えるため新技術の普

及のペースが往々にして遅いものとなる。また、サブサハラアフリカ等の貧

困国で信用や保険市場へのアクセスが制限される場合には収益率は低いが

リスクの小さい技術を選択する等である（世界銀行（2008）、de Janvry, Alain, 

Elisabeth Sadoulet （2006））。そのため、農家が収入向上のために必要な新

技術或いは最適技術の導入等の行動を促すためには、十分な経済・社会調査、

営農調査を通じて、農家サイドの制約要因を分析した上で取り組むことが重

要である。同時に農家が資金面やリスク管理面から採用技術の検討の選択肢

                                            
4
例えば OECD(2001)においては農業生産と関連する非農産物的効果の例として景観、種と生態系

の多様性、土壌の質、水質、大気の質、水利用、土地の保全、温室効果ガス、農村の活性化、文

化遺産等をあげている。 
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を広げられるように農業金融や農業保険等の制度整備と併せて支援を考え

ていくことが重要である。 

 

(3) 長期的な取組が必須 

 農業生産活動は、上記 3.(1)の気候風土の影響を大きく受けることに加え、

1 年にせいぜい 1 回～数回程度の生産サイクルであることなどから、開発努

力が裨益効果を発揮するまでに長期間を要する。 

 

4.  農業・農村開発支援に関する国際的な取組 

   2008 年の食料価格の高騰以来、この問題は現在に至るまで G8、G20 等

において重要課題として協議されている。 

   2009 年 7 月のイタリア・ラクイラ G8 サミットではラクイラ食料安全保

障イニシアティブが発表された。このイニシアティブでは人道支援やセー

フティーネット、開放的な貿易政策と効率的な市場、グローバルパートナ

ーシップの重要性に加え農業分野への投資を増大することが強調され、持

続的な農業開発のために 3 年間で 220 億米ドルの資金が動員されることが

表明された。さらに同年 11 月に開催された FAO 世界食料安全保障サミッ

トにおいて「持続可能な世界の食料安全保障のためのローマ５原則」が採

択された。５原則とは各開発途上国の主体的な開発計画への投資、国や地

域や世界レベルの戦略調整、包括的なツイントラックアプローチ（飢餓に

直ちに取り組む直接的行動と中長期的な農業開発）、多国間システムの強い

役割の確保、投資パートナーの十分なコミットメントである。 

   その後も食料価格が高止まりしていることを背景に、国際社会の関心は

引き続き高く、2011 年のフランスの G20 カンヌサミットでは「食料価格の

乱高下及び農業に関する行動計画」を発表した。この行動計画では農業生

産及び生産性の向上の重要性はうたわれているが、食料価格の変動という

ショックへの対策により焦点をあてており、農業市場情報システムや世界

農業地理モニタリングイニシアティブに代表される市場情報と透明性の改

善、食料価格高騰時に関係国が協議をする迅速対応ファーラムの設立を始

めとする国際的な政策協調、農業及び食料安全保障のリスク管理のツール

ボックスや緊急人道支援備蓄を中心とする最も脆弱な人々における価格乱

高下の影響の低減などが含まれている。 

   2012 年 5 月に米国キャンプデイビットで開催された G8 サミットにおい

て、アフリカの食料安全保障について、食料安保及び栄養状態の改善によ

り、今後 10 年間に 5000 万人を貧困から救うことを目指す「食料安全保障

及び栄養のためのニューアライアンス」が発表された。この計画では特に
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民間企業参入促進に焦点をあてており、世界農業安全保障プログラム

（GAFSP）の拡充等による民間資本の動員、種子及び他の技術を拡大する

パートナーシップの設立等による技術革新、農業リスク管理プラットフォ

ームの設立等によるリスク削減と管理、栄養とのリンケージの強化などに

ついて提言されている。また、エチオピア、ガーナ、タンザニア、象牙海

岸、ブルキナファソ、モザンビークの 6 カ国を先駆国とし、協力枠組み合

意文書の締結及び実施が進められており、日本はモザンビークについて米

国共同議長国になっている。この枠組み文書の中では各国政府、ドナーに

加え個別民間企業の具体的な意思表示を記載する形式になっている。 

 

5. これまでの成果・教訓 

(1) 成果 

ア.貧困人口割合の半減 

 農業・農村開発に密接に関連する MDG の目標にうち、MDG1 の「2015

年までに世界の貧困人口の割合を半減」については 2010 年に全世界として

は目標は達成されたとの報告がある（World Bank（2012））。農業・農村開発

のこの点への貢献度は小さくない。ただし、前述のように地域別に見るとサ

ブサハラアフリカや南アジア等未だ目標達成していない地域もあり、国際社

会としては更に努力が必要である。 

イ.栄養不足人口の割合の半減 

 過去の長年にわたる食料需要の増大に対応する供給量の増大や栄養不足

人口の割合の減尐に対する農業・農村開発の高い貢献は論を待たないが、 

もう一つの MDG1 の目標である「世界の飢餓に苦しむ人口の割合を 2015 年

までに半減」については 1990-1992 年の 23.2%に対し 2010-2012 年におい

て 14.9%と見込まれ（FAO（2012））、その達成のために更に努力を集中する

必要がある。また、食料供給と栄養とのリンケージの重要性についても認識

が高まっている。 

ウ.農業セクター成長率 

 農業セクター成長率はどれぐらいを達成すれば良いかということについて

は、各国における農業セクターの位置づけや農業のポテンシャル等により異

なる面はあるが、次のような事例が参考となる。サブサハラアフリカを対象

とした包括的アフリカ農業開発計画（CAADP）においては 6%の農業セクタ

ー成長率を目標としている。また、世銀の農業行動計画 2010-2012（World  

Bank（2009））では 5%を目標値として設定している。5%を目安として考え

てみると 1961年から 2011年までの 40年間で国毎に 5%を達成した年の全体

に対する割合を見たところ、5 割以上の年で達成した国が開発途上国全体で
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11.3%、一般的に農業セクターの位置づけが高い場合が多い Low Income 

Countries では 14.7%であった。これを 1990 年以降に限ってみると開発途上

国全体では 16.5%、Low Income Countries では 32.4%であった。4 割以上の

年で達成ということであれば開発途上国全体では 31.5%、Low Income 

Countries では 47.1%であり、ほぼ半数の Low Income Countries で実現とい

うことである。5%の農業セクター成長率の達成は必ずしも容易ではないが、

引き続き努力が必要である。 

 

(2) 教訓 

ア. 生産性向上分野支援の位置づけ 

   食料安定供給及び農業振興を通じた経済成長や農村貧困の削減という目

標達成には、インプットから生産、流通（上流から下流）までのバリュー

チェーン全体の改善が必要となる。過去 20 年間の JICA の農業・農村分野

の事業（個別のアドバイザー派遣等除くプロジェクトベースで実施した技

術協力、有償資金協力、無償資金協力）を振り返ってみると農地整備・灌

漑排水、農業機械・農業用資材、技術開発・普及、畜産などの生産増や生

産性向上に直接関係する分野の支援と農村インフラやコミュニティー開発

を含む農村開発分野の支援が全体の大半を占める。一方、法制度・組織、

開発計画、土地運営等政策制度面の支援や流通、農産加工分野の支援や金

融分野の支援は総じて尐なかった。これはかつて JICA が中心的に協力して

いた 1970 年代、1980 年代頃のアジア地域においては、緑の革命に代表さ

れる穀物の生産量の増加に必要な研究開発、普及、改良種子、肥料、金融、

貯蔵、流通のパッケージの多くの部分を政府が担い、かつ流通等を担う民

間セクターも存在したので（Hazell（2012）またインドネシアのケースは

賴（2007））、JICA が生産に直接関連する部分に集中しても他の部分も別途

担保されていたため効果は上がったという経験等に依っている面が多いと

考えられる。 

現在、食料の安定供給が中心的課題になっているサブサハラアフリカにお

いては、まずは生産増や生産性向上に貢献する支援が中心的に行われるの

は妥当と考えられる。ただし、この地域は市場が必ずしも整備されていな

い場合も多いので農産加工等を含む流通面や金融面も同時に見ていく必要

がある。また、後に述べるように経済成長の進んだ国においては生産増や

生産性向上に直接関係する分野よりも高付加価値農業、農産品の質、流通

等ニーズにより焦点をあてた支援が必要と考えられる。更に現在の経済の

グローバル化の進展により先進国を含めこれらニーズを貿易により満たす

局面も増えている。開発途上国にとって農産物の輸出は大きな機会となっ
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ており、そのための支援も必要である。 

 

イ. マクロな視点の不足 

 上記 JICA の農業・農村分野事業の分析で述べているように政策・制度面

の支援も限定的であったと言える。対象国の農業セクター全体の分析やこれ

を踏まえた中長期の開発戦略の検討、これに基づいた案件の形成を更に拡充

し、政策制度面と実施面の支援をパッケージで行うことにより開発効果を高

めることが可能となる。具体的には行政能力の向上、食料需給政策・食料価

格安定化（補助金、価格支持、国境措置を含む）等の政策アドバイス、農業

セクタープログラム財政支援、土地政策（責任ある農業投資原則の国レベル

での実現など）等が考えられる。 

 

ウ. 各国における農業・農村開発分野の開発政策上の位置づけの変化への対応 

 上記（2）ア.で述べた過去 20 年間の JICA の農業・農村開発事業における

生産増や生産性向上に直接関係する分野の支援と農村開発に関する支援が

大宗を占めるという傾向は 5年毎に区切ってみても内訳の変動はあるものの

大きく変わっていない。開発計画策定支援などはむしろ減尐傾向にある。 

一方、特に近年新興国を中心に著しい成長をとげている国も多く、それらの

国においてはそれに伴い後述のように農業・農村開発の開発政策上の位置付

け或いは政策の重点に変化が生じている。JICA としても従前のアプローチだ

けではない、こうした途上国のニーズに対応できるように体制を整備してい

く必要がある。 

 

6. 今後の方向性 

(1) 農業生産性向上と併せバリューチェーン全体を見た協力 

アジア地域をはじめとして長年の経験を有する農業生産技術の開発・普及

の実績や、稲作等の人的リソース、知見・ノウハウ等の日本の比較優位性を

考慮し、農業生産性の向上の支援に取り組む。 

また、その際、農業インプット、加工・流通・販売や関連農産業の振興も

含めたバリューチェーン全体を見たうえで、改善点を見出し支援する。 

 

(2) グローバルな課題への対応 

ア.食料価格高騰への対応 

  2008 年に急激に上昇した食料価格は、2009 年にリーマンショックによ

り一旦急落、しかし 2010 年末頃から再び上昇し 2008 年レベルを凌駕、現

時点でも高止まりしている。そのため国家レベルでは財政悪化、物価上昇、
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政権の不安定化につながっており、世帯レベルでは食事の量・質の低下、社

会的弱者を中心とした栄養不足、教育・保健等への支出の低下、世帯購買力

の低下につながっている。 

  食料価格高騰の原因としては「薄く」変動しやすい国際市場構造、新興

国の需要増、中長期的な供給サイドの制約、バイオ燃料生産拡大による需要

増圧力など構造的な要因があるのに加え、天候不順や自然災害によるダメー

ジ、投機の過熱、エネルギー価格の高騰などの短期的（ショック）要因が複

合化したものと考えられている。 

  この問題に対するため途上国の農業生産基盤の確立を通じて生産性と

自給率の向上を図るとともに、食料価格の高騰や天候不順等のショックに対

する対応能力を強化するよう支援することが必要である。 

  JICA の具体的な取組み例としては「アフリカ稲作振興のための協同体

（CARD）」がある。2008 年から 2018 年までの 10 年間にサブサハラアフリ

カのコメ生産量を倍増する（1400 万トンから 2800 万トンへ）ことを目的

とし、共同提案国である JICA、AGRA に加え Africa Rice、世銀等 10 以上

の協力機関が参加し、対象国 23 か国に対し支援を進めている。 

 

イ.気候変動対策 

  農業は地球温暖化により大きく影響を受ける。農業は UNFCCC（気候

変動枠組条約）の目的を定める条文において「気候システムが危険な人為的

干渉をもたらさない水準」を「食料生産を脅かさない時間的枠組内で達成す

る」と明記されるなど、気候変動適応対策において重要な役割を有している。

同時に温暖化ガスの発生源のうち農業は約 14%を占め、主要なものの一つ

になっており、緩和面でも貢献できる部分が多い。灌漑・水管理分野、品種

改良・病害虫対策等を通じた適応策、バイオエネルギーの利用、農地保全・

管理の改善などの緩和策に寄与する協力を推進する。 

 

(3) 農業・農村の実情（発展状況）に応じた適切なアプローチ 

一国の経済発展の過程における農業・農村開発の役割の変化は国際経済環

境、各国の自然・経済環境条件等により異なる面はあるが、概ね以下のよう

な経過をたどっている。 

即ち、所得水準の低い段階では国民への食料確保、経済成長への農業部門

の貢献、通常大きな割合を占める農村部の人口の生計の維持等の理由により

農業部門の役割が非常に大きく、開発の優先度が高い場合が多い。 

この後経済成長の過程で、製造業、サービス業など農業以外の産業が拡大

する中でそれら産業の成長率が農業を上回り、農業セクターからそれら産業
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に労働力が移動する。その結果として国家経済に占める農業の割合が低下し

ていく。加えて農村部門の労働力の割合も低下する。 

一方国民の所得の向上に伴って国民の嗜好も穀物等を中心とした食事か

ら野菜や果実などの高付加価値の農産物、畜産製品等への需要が拡大し、食

料の品質や安全への関心も高まる。 

そしてこのような経済成長に伴う農業の開発政策上の位置づけの変化によ

り農業・農村開発で焦点をあてるべき点が変わっていくのでそれに応じた協

力を行う必要がある。具体的な協力の方向性を以下に示す。ただし、各国を

区分する厳密な基準はなく、また、一つの国の中でも都市近郊、平野部、高

原部、山間部、条件不利地域などで条件が異なるので国全体に一律に方向性

を当てはめるのではなく状況に応じた対応も必要となる。 

 

ア. 自給のための農業が主体となる国 

穀物を中心に食料の自給度を高め、安定供給を図る必要が高く、経済成長

における農業部門の貢献度も高い国（概ね貧困国が多い。） 

（ア） 支援内容 

穀物を中心に栽培面積の拡大や単収の向上による生産量の増大に焦点

をあてる。その際途上国側の技術レベルや所得水準を念頭に低投入の技

術の開発・普及など持続可能なシステムの確立を目指す。併せて関連の

バリューチェーンの整備にも貢献する。 

（イ）支援スタンス 

 途上国側の脆弱な体制を考慮してとりあえずオーナーシップ、自助努

力といった基本原則は場合によっては弾力的に考え、人道的見地から目

に見える成果（食料供給の改善）の発現に至るまで贈与（技術協力及び

無償資金協力）を中心に重点的に支援を行う。  

 

イ. 商業的農業への移行段階にある国 

農家側では穀物生産が増加し、販売余力が大きくなる一方、需要側では非

農家層の拡大と所得水準の向上により農産物需要（穀物主体からの野菜等多

様化を含む）も拡大する。（概ね低所得国から中所得国が多い。） 

（ア） 支援内容 

 国レベルでの安価で安定的な食料供給確保及び生産物の多角化への余

力を確保する観点から穀物の生産性の更なる向上に努める。（コストを要

する技術の導入も可能）一方都市近郊等適地においては高付加価値作物

等の導入・生産拡大を支援する。その際消費者のニーズも変化する状況

下で、農家が経営知識を習得し、農産物を消費地に必要な時に必要な量
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をコンスタントに供給することが課題となる。 

（イ）支援のスタンス 

 途上国側のオーナーシップの意識を醸成しつつ資金協力に関しては国

によっては引き続き無償資金協力も行うものの有償資金協力によるプロ

ジェクト実施を慫慂する。 

 

ウ. 商業的農業を中心的に行いうる国 

穀物自給はほぼ達成され、また穀物、野菜、畜産等の専業農家が増え、自

給のための農業の比重が減尐。一方都市部の中間層の成長等により食の多様

化の一層の進展、農産物の品質志向の拡大、食の外部化（大型スーパーマー

ケット・外食等）の進展等需要構造は更に変化。（概ね中進国以降が多い。） 

（ア） 支援内容 

 食料需給のグローバル化の中で産業としての当該国の農業の競争力を

確保し、あわせて輸入国の食料安全保障にも貢献することが課題である。

また、上述の食の多様化の一層の進展、農産物の品質や安全への志向の

拡大、食の外部化への対応も一層重要になる。これまでの長い期間にわ

たる協力のプロセスで築いてきた途上国側関係機関との信頼関係をベー

スにかかる Win-Win を構築するための調整においても貢献する。また、

協調して貧困国等の農業開発を支援するパートナーとなりうる。 

（イ）支援スタンス 

 途上国側のオーナーシップを重視しつつ、民間セクターの活動の側面

的支援にも注力する。日本の食料安全保障をも視野にかかる支援を通じ

て関係者のネットワークを維持する。 

  

(4)民間セクター参入の促進 

農業生産に関連する主なプロセス・要素としては農業生産財の投入（種子、

肥料、トラクターなど農業機械）、農業技術の研究開発、普及、生産、収穫後

処理、流通、融資、関連のインフラ整備などが考えられるが、通常いずれの

プロセス・要素にも公的機関に加え、民間企業が関与している。 

 開発途上国の中にはそういう民間セクターが十分育っていないことが原因

の一つになって農業生産が向上しない場合も多く、農業・農村開発支援の際

には民間企業の参入を促すことも考えながら事業を進めていく必要がある。 

 また、開発途上国の農業・農村開発を成功裏に進めるためには農業セクタ

ーの大多数を占める小農の支援が大変重要であるが、生産における民間投資

についても小農への裨益を中心的に考える。Land Grab と呼ばれるような民

間資本による無計画な大規模な土地の囲い込みや小規模農家に裨益しないよ



11 
 

うな開発につながらないように万全を期する必要がある。国際的には「土地、

漁業、林業の所有に関する責任あるガバナンスのための任意ガイドライン」

や「責任ある農業投資原則」の試行の推進が支持されている。JICA も例えば

モザンビーク北部ナカラ回廊地域の農業開発を日本・ブラジル・モザンビー

ク三角協力によりブラジルのセラード農業開発の知見を活用して進めること

で、民間資金を活用し、地域の小農の貧困削減・食料安全保障に貢献しつつ、

経済成長にも貢献するプログラムを進めており、この中でこれらガイドライ

ン・原則が実現されるような制度を提言することも検討している。 

また、日本の民間企業も肥料（工場建設）、農業機械、生産、収穫後処理、

流通、食品加工のような分野で開発途上国での投資を進めており、JICA とし

てもこれらとの連携や更なる投資促進も念頭において事業を進める。 

 

(5)強靭性の強化 

食料価格高騰への対応のところにおいても言及したとおり、価格高騰や天

候不順等のショックに対する対応能力を高めることは非常に重要である。こ

の強靭性強化の重要性については、特に最近の東日本大震災やタイの洪水被

害に加え、繰り返し起こるアフリカの角地域等の干ばつ被害などを契機に更

に重要性が高まっている。具体的な政策としては食料価格安定化を含む政策

助言、防災面を含む灌漑等の施設整備、品種改良・普及、農業統計や備蓄体

制の整備、コミュニティーの対応能力の強化、天候保険の検討などが考えら

れる。 

 JICA としても農業・農村開発分野におけるタイの洪水対策としては短期的

なニーズに応えるため、洪水被害で不足している飼料確保のための牧草地の

生産力回復支援、灌漑排水施設の復旧・改修を支援に加え、災害に強い農業・

農村づくりに向けた住民の危機管理能力の向上支援を実施中である。また、

アフリカの角地域の旱魃の中期的対策としてはケニアやエチオピア等におい

て干ばつの主な被災者である牧畜民地域における畜産マーケティング環境の

整備、農業を行う農牧民に対する水インフラ整備等による安定的な農業生産

活動への支援、天候保険の検討などを実施中である。  

 

(6)平和構築 

紛争後支援対象国はもともと基幹産業の一つが農業部門である国、紛争の

ため他に見るべき産業が育っていない国等農業・農村開発が重要な場合が多

い。アフガニスタン、イラク、南スーダンなどこれに対しても優先的に取り

組む。 
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(7)プログラムアプローチの強化及び国内外の連携・協調の推進 

農業・農村分野の特徴を踏まえて、また発展状況に応じたアプローチに沿って、

中長期的なシナリオの下に個々のプロジェクトを企画し、実施する。このシナリオ

の中では必要に応じ農業セクターに限らず、農村における水資源開発、教育・保

健、運輸インフラ、情報通信、エネルギー供給なども視野に入れる必要がある。対

象とする課題及びスキームを明確に定めて重点化し、メリハリのある事業運営を

行う。近年農業・農村開発分野の有償資金協力、無償資金協力案件の実施件数

は必ずしも多くないので、開発効果を高めるためにも資金協力を含めたプログラム

の形成に努める。また、政策制度面と実施面の支援をパッケージで行うことにより

開発効果を高めることを考える。 

事業を通じて得られた知見を国際場裏で積極的に発信するなど国際的枠組み

つくりに貢献する。また、開発効果の向上のために望ましいドナー連携を進める。 

国内においても民間セクター、大学、地方自治体、NGO等との連携を強化する。 

 

7.地域別の課題 

6.（3）の発展状況に応じたアプローチも踏まえた地域別の課題は以下の通

り。ただし、国または国内の地域により状況は異なるので状況に応じた対応

が必要である。 

ア. 東南・東アジア 

所得の高い国については農産物の品質、安全性の確保を含む流通の改善

や社会的公正の観点から遅れた地域の改善等が重要である。所得の低い

国については食用作物の生産性向上及び国内格差是正のための農村開発

が課題である。また、官民連携による支援も念頭に置くと共に、アセア

ン地域においては、将来の域内の関税の自由化の方針を念頭に食料の需

給政策等について域内の政策調整を踏まえたものを考えていく必要があ

る。 

 

イ. 中央アジア・コーカサス 

  総じて農業生産は回復基調であるものの自給を達成していない国も多

い。また、市場経済に即したバリューチェーン整備には継続的な支援が

必要である。一部の国を除き水資源の制約がある中で土壌务化への対応

も必要である。 

 

ウ. 南アジア 

  人口圧力の下、大きな貧困層と格差を抱える同地域では、最も脆弱なア

フガンを除き主食の国内需給はようやく拮抗するも生産は不安定であり、
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農業生産性は（東南アジア等の国と比べて）低く地域間格差が大きい。

農村インフラの整備や高収量性品種の導入などによる生産性の向上、農

産物の高付加価値化・多様化、地域間格差を縮めるための適正技術の開

発と普及等、食料安全保障・農業農村開発のための支援が必要である。

また、国によっては公的分配システムや農協組織の改革、民間の参入に

よる流通の効率化やコールドチェーンの導入なども必要である。 

 

エ. 中南米 

  生産余力のある国々（穀物輸出国）については日本の食料安全保障の観

点からも官民連携を視野に入れた支援、その他の主要食料を輸入に頼る

等の食料安保上の問題を抱える国々には、貧困層支援の側面も重視した

生産性向上等の支援を行う。 

 

オ. サブサハラアフリカ 

  自給率極めて低く、食料経費が家計に占める比重が大きい（最も脆弱）。

また、栄養の問題も最も深刻な地域である。生産性は低いが開発ポテン

シャルは比較的高く、小農を中心とした農業生産性の向上を軸としつつ

バリューチェーン全体の整備、市場指向の農業生産のアプローチ、民間

セクターとの連携の促進等が主要な課題である。さらに気候変動の影響

により旱ばつや洪水などの自然災害が頻発する傾向にあり農村地域の強

靭性強化も重要な課題である。 

 

カ. 北アフリカ・中近東 

  ほとんどの国の自給率は低く、生産ポテンシャルも高くない。重要穀物

の自給に焦点を絞り、食料安全保障の観点から支援を実施する。水資源

が希尐であり水利用効率の改善も重要である。 

以上 
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